













 米川秀樹ら（2003）によれば、イングランドでは、継続した職能成長 (continual 
professional development)の一環として、1999 年の教育雇用省通達により、養成から採
用そして初任の 1 年間の成長を継続して援助する導入教育の制度(the statutory induction 




















した。対象者の 3 名のうち 2 名が R 大学の教員養成コース、他の 1 名は LM 大学の教員養













業を観察した後行った。ただし、B さんとのインタビューのみ R 大学の元指導教員が同席
した。 
ハーディー（Hardy, C. 1996)は、1993 年度の中等学校保健体育教員養成コース 53 名の






ことはありませんか。２．体育の授業や教科外活動(extra curricular physical activities)
について何か心配なことはありませんか。３．導入教育 (the statutory induction 
programme for NQTs) について何か心配なことはありませんか。 
３．資料の分析 
まず、文献資料を用いてイングランドの導入教育制度の概要と 1 年後に到達を期待され










一郎(2004)によれば、この 10 項目は、H 大学教員養成学部を卒業し 2002 年度と 2003 年
度及び 2004 年度に採用された新任教師 11 名を対象とし、１学期の週末ごとに学校と体育
授業に関する心配を自由に記述させた 85 個の心配項目を、３名（大学教官１名、小学校
現職教員１名、大学院生１名）で KJ 法を用いて分類して得られた項目である。 
 
Ⅲ 背景 
高野和子(1998)によれば、現在のイングランドの教員資格(QTS, Qualified Teacher 
  
Status)は、高等教育機関に設置された 3 年もしくは 4 年制の教育学士課程(BED, the 
Bachelor of Education course)か、教育以外の学士号を取得した後に入学する１年制の学




課程の学生が学校で過ごす時間は、少なくとも 4 年制の教育学士課程で従来の 20 週間が

























成長の機会が必要なのか。」(TTA, 2003, p.18) 














表 1 「イングランドの教員資格基準」 出典：TTA(2001) 
１．専門的な価値と実践 
















QCA/DFEE Curriculum Guidance で記述される。そしてそれには、入学前の子どものための枠組み、方法、評価規
準が国の基礎的計算能力と読み書き方略によって説明されている。 
b Key Stage１（6 歳から 7 歳：引用者注）／K.S.２（8 歳から 11 歳：引用者注）では、National Curriculum の中
心教科の教科課程を知り、理解する。そして、枠組み、方法や評価規準が国の読み書きや基礎的計算能力の方略によ
って説明されている。そして、次にあげる教科の学習の範囲を横断することを十分に理解している。 
・歴史と地理 ・体育 ・ICT ・美術とデザイン、もしくはデザインと技術 ・舞台芸術 ・宗教教育 
必要とされる場面においては、経験ある同僚からのアドバイスを受けて、養成されてきた学年に応じて教えることが
できる。 
c Key Stage ３（12 歳から 14 歳：引用者注）では、学習の National Curriculum Programs を適切に理解し知る。
そして、主要教科の１つもしくはいくつかを教える資格を得る。この教科とは、Key Stage３の national Strategy と
しての関連的な枠組みや方法、評価規準を説明することができる。これらすべての指導資格は Key Stage３の教科に
ついて National Curriculum の横断的な教科の扱いに期待していることを知り理解する。そして、Key Stage３の




























































11 年生（16 歳）まで、 
３と４の中等義務教
育 5 年間 
・ノッティン
ガム出身, 
・PGCE at L 
M 大学 

























体 育 主 任 と
同 時 間 に 異
境 材 を 指 導
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ら 13 年生（18 歳）ま
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充実にある。A 君は、1 年間で 18 週間、2 つの異なった学校で行った教育実習の経験を次
のように述べ、体育授業の指導力量形成においてその貢献を指摘する。 
「LM 大学はよかった。それは形式の全く違う 2 つの学校へ行くことが出来たから。始
めの学校は、Leeds の街中にあって、6Forms、2000 人の生徒がいる大きな学校。2 番目
は Grammar School。色々なスポーツを試すことができた。そこでは、上流階級の Rugby 
Union をやっていて、1 番目の学校は Rugby League だった。そういう点ではよかった。











 校外研修は近隣の N 大学で、体育教師が集まり体育科の見学者への対処の仕方を討議し
たり、生徒の規律や特別に教育を必要とする人たち（SEN）への援助などについて研修す
る。総括的に「いいよ。このプログラム責任者がしっかりしている。…1 年間で 8-10 回水
曜夜それがあるのだが、それもしっかりとお金が支払われている。」と肯定的に評価してい
る。 
校内研修は、Career Entry Profile に基づいて進められている。その様子を彼は次のよう
に述べる。 




の Program が進むにつれて、フォームに記載するようにしている。そうして、NQT 
Induction プログラムの責任者がフィードバックをする。また Observation Sheet でも、
いくつかのフィードバックが得られている。彼女は系統だって能率よくやるので、とても
いい。ここには、私の長所、どの部分を成長させるかということ、自分自身でどのように
授業が進んだか、といったことを記入する。また、NQT コースへ 1 日間行ったときもし
っかりと記入し、体育主任とプログラム責任者からもサインをもらう。」 
 また フォーマルな援助に加えて「私の場合は体育主任である M が２、３回と NQT コ
ーディネータが２、３回観察をする。このようにして、常に観察されている。」と述べ体育
科のインフォーマルな援助を受けていることを肯定的に受け止めている。 


















































いる生徒に関すること、といった学校規約(codes of practice)についての話し合い。Career 

























ら 18 歳までの中等の義務教育と大学入学準備のための生徒を含む大規模校である。 






いので、私は全く問題がないからラッキーだ。」と C さんは答えた。C さんは「PGCE か








ただし、C さんは秋学期から女性の専任教師が C さん一人になってしまったことを、「私
にとって一番大変だったこと」といい、「11歳から18歳のKey Stage3、Key Stage4、GCSE、






語った。また、C さんが授業に出てしまい、女子更衣室で 20 分以上かけて着替えている
女子に男子体育教員が「早く」と声をかけることもできず困ったことがあったという。 
しかしながらこの困難な条件のもとで、女性の体育授業の多くを担任しているCさんは、




























例えば Q は、Ｃさんと協議し GCSE の試験について知識を伸ばすという成長課題を C さ
んに提示したという。 














B さんと C さんは特に課題として設定していなかった。B さんが不得意分野の実技を
PGCE コースの授業で克服したようにナショナル・カリキュラムで示された実技指導に必
要な知識と技能は教員養成段階でおおむね習得されている。これに対して、A 君と C さん
がともに GCSE や GCE の理論の授業に必要な知識や指導法を成長課題に設定しているよ
うに、これらの授業に必要な知識や技能は教員養成段階では十分達成されていないように
思われる。中等学校では GCSE や GCE の理論に関する選択授業が生徒の進路保障のため
に重要な役割を果たしている。初任者研修段階の職能成長の内容として GCSE や GCE の
理論の授業の知識や技能の向上を設定しそれらの達成を援助することが必要である。 
 チューバックら(Chubbuck et al., 2001)は、初任教師の援助と職能発達のための必要を
把握するために、３年間に 77 名の新任教師を対象に、大学と地方教育行政機関の連携で初
任者への援助のプロジェクトを実施し、初任者のこのプロジェクトへの必要を把握した。
チューバックら(Chubbuck et al., 2001,p.374)は、同僚とは異なる実践を探求するために
自分の実践を脅威を感じることなく分析できる余地を十分に与えることと、同僚とは異な
る実践に挑戦することの双方を意味する「初任者のための安全(safety for the novice 
teacher)」が初任者に必要な援助と結論づけた。 
このチューバックら(Chubbuck et al., 2001,p.374)が指摘した「初任者のための安全
(safety for the novice teacher)」をふまえれば、A 君の事例は下記のように解釈することが


















 A 君、B さん、C さんともに導入教育の指導体制は、指導教員が導入教育全般の目標設
定と評価を担当し、体育主任が日常的な授業に関する援助を担当していた。導入教育を受
けている初任者は 10％の授業時間軽減が制度的に保障されている。トッテルダムら




















向」『スポーツ教育学研究』第 22 巻,第 1 号, pp.49-54. 
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